
平成３１年度保育料基準額表 
 

教育に係る保育料基準額表（１号認定） 

各月初日の支給認定子どもの属する世帯の階層区分 

保育料(月額) 
階層区分 

多子計算

区分 
児童区分 

A 生活保護世帯等 ― 全児童 
円 

0  

B 

市町村民税非課税世帯（所得割非課税世帯含

む。） 

備考1

（1） 

1人目 

2人目 

3人目 

3,000  

(0) 

[0] 

 
ひとり親世帯等 ― 全児童 0  

C 

市町村民税所得割課税額77,101円未満 
備考1

（1） 

1人目 

2人目 

3人目 

10,100  

(5,050) 

[0] 

 

ひとり親世帯等 
備考1

（1） 

1人目 

2人目 

3人目 

3,000  

(0) 

[0] 

Ｄ 
市 町 村 民 税 所 得 割 課 税 額 77,101 円 以 上

211,201円未満 

備考1

（2） 

1人目 

2人目 

3人目 

16,000  

(8,000) 

[0] 

Ｅ 市町村民税所得割課税額211,201円以上 
備考1

（2） 

1人目 

2人目 

3人目 

21,000  

(10,500) 

[0] 

備考  

1 多子計算区分の算定対象となる子どもの範囲は、階層区分に応じて次のとおりとします。 

（1）支給認定保護者と生計を一にする子ども（年齢制限なし） 

（2）支給認定保護者と同一世帯にいる小学校第 3 学年までの子ども 

2 年度当初において１８歳に満たないものを３人以上養育している世帯に属する第３子以降で３

歳未満の子どもの保育料は、この表にかかわらず無料とします。 

3 所得割課税額は、税額控除（配当控除、住宅借入金等特別控除、寄付金税額控除、外国税額控

除等）の適用前の課税額です。 

4 転入等により課税証明書等の提出がない場合や未申告の場合は、最高額Ｅに決定することがあ

ります 


